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表紙

( 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで )

① 連結計算書類の連結注記表

② 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載
書面）への記載を省略しております。

第１９回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

第１９期
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　21社
主要な連結子会社の名称

・ジャパンパイル㈱
・ジャパンパイル建設㈱　　　　・ジャパンパイル基礎工業㈱
・ジャパンパイル富士コン㈱　　・ジャパンパイル関東北販売㈱
・シントク工業㈱
・Phan Vu Investment Corporation
・Phan Vu Hai Duong Concrete Joint Stock Company
・Phan Vu - Dong Nai Production Limited
・Phan Vu Long An Spun Piles Company Limited
・Phan Vu Quang Binh Concrete Company Limited
・Phan Vu Infrastructure Construction Co., Ltd.
・Fecon Mining Joint Stock Company
・VJP Co., Ltd.

⑵　主要な非連結子会社の名称等
非連結子会社名

・一般社団法人基礎構造研究会　　・ＪＰネクスト㈱
（連結の範囲から除いた理由）

　一般社団法人基礎構造研究会及びＪＰネクスト㈱は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

－ 1 －



2024/05/24 19:18:44 / 23068022_アジアパイルホールディングス株式会社_招集通知
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２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数　３社

持分法適用の関連会社名
・Ca Mau Investment Renewable Power Joint Stock Company
・Phan Vu Shinnincon Concrete & Construction Joint Stock Company
・Hoang Long Mekong Corporation

⑵　持分法を適用していない非連結子会社（一般社団法人基礎構造研究会及びＪＰネクスト㈱）等は、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して
おります。

⑶　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を
使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、ベトナムの連結子会社の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、1月1日から連

結決算日3月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
４．会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法
②　棚卸資産

　未成工事支出金……個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

　製品、商品及び原材料
………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）
　貯蔵品………………主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

…………………定額法。なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
…………………定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、主として社内における

利用可能期間（5年）に基づいております。
③　リース資産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約において残価保証の

取決めがある場合は当該残価保証額）とする定額法を採用しております。
④　使用権資産…………………リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金…………………当社及び国内連結子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。また、海外連結子会社は、滞留期間に応じた貸倒引当
率を定め、債権金額に当該引当率を乗じて計算した額及び特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連
結会計年度負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要
支給額を計上しております。

④　工事損失引当金……………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において損失の
発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につい
て、損失見込額を計上しております。

⑤　完成工事補償引当金………完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事
高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
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⑸　重要な収益及び費用の計上基準
①　工事契約

　国内事業及び海外事業において、主にコンクリートパイル、鋼管杭、場所打ち杭の施工請負等に係る工
事契約に基づき、顧客が指図する設計図書に従い杭を打設するとともに施工管理を行い、完成引渡しする
ことを履行義務として識別しております。取引価格は顧客との請負工事契約により決定され、主として契
約に基づき段階的に検収を行い、それに応じた対価を受領しております。当該契約については、一定の期
間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約による工事の進捗に応じて収益を認識しております。進
捗度の測定は、各報告期間の期末日までに施工した杭の本数が、予想される施工総本数に占める割合に基
づいて行っております。なお、工事の進捗度を合理的に見積もることができないものの、発生する費用を
回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

②　商品及び製品の販売
　国内事業及び海外事業において、主にコンクリートパイルの製造及び販売を履行義務として識別してお
ります。取引価格は顧客との契約により決定されております。このような商品及び製品の販売について
は、主として顧客に商品等を引き渡し検収された時点で顧客が当該商品等に対する支配を獲得して履行義
務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

⑹　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、主として10年間の定額法により償却を行っております。

⑻　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
控除対象外消費税等の会計処理

控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。
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報告セグメント

国内事業 海外事業 計

コンクリート杭（注） 65,273 16,279 81,553

鋼管杭 5,918 － 5,918

場所打ち杭 13,091 － 13,091

その他 2,589 － 2,589
顧客との契約から生じる
収益 86,872 16,279 103,151

表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度まで、「流動資産」の「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めていた「電子記録債権」と
「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は、金額的重要性が増したため、当連結
会計年度より独立掲記することといたしました。また、「固定負債」に独立掲記していた「長期未払金」は金額
的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「固定負債」の「その他」に含めております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）　その他のコンクリート二次製品を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「４．会計方針に関する事項」の「⑸　重
要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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前連結会計年度
（期首残高） 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（受取手形） 2,633 百万円 2,415 百万円

〃　　　　　　（電子記録債権） 3,354 4,801

〃　　　　　　（売掛金） 24,780 24,657

契約資産 6,536 4,785

契約負債 987 993

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の金額を理解するための情報
⑴　契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は主に、工事契約の履行義務が充足したものまたは商品及び製品の引渡が終わったもので顧客
から対価を受け取る前であり、連結貸借対照表上、「流動資産」の「受取手形、売掛金及び契約資産」に
含めて表示しております。

契約負債は主に、工事契約の履行義務の充足が足らないものまたは商品及び製品の引渡前に顧客から受
け取った対価であり、連結貸借対照表上、「流動負債」の「契約負債」に表示しております。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首の契約負債の残高が含まれていたものは、987百万円で
あります。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関す
る情報の記載を省略しております。なお、顧客との契約に関し、取引価格に含まれていない重要な対価はあ
りません。
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前連結会計年度 当連結会計年度

貸倒引当金 1,474 百万円 1,772 百万円

減損損失 431百万円
連結子会社ジャパンパイル株式会社の有形固定資産 16,677百万円

無形固定資産 163百万円

会計上の見積りに関する注記
海外事業の売上債権に係る貸倒引当金
　当連結会計年度の連結計算書類を作成するにあたって行った会計上の見積りのうち、当該会計上の見積りが翌
連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、ベトナムの子会社が計上している売上
債権に係る貸倒引当金であり、主に通常の回収期間を超過している債権に対するものであります。
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴　算出方法

　債権の回収予定日からの経過期間に応じて債権を区分しております。債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、滞留期間に応じた貸倒引当率を定めるとともに、特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

⑵　主要な仮定
　信用リスクが毎期同程度との仮定に基づき貸倒引当率を算定するとともに、特定の債権については、延滞
の期間や過去の回収実績等の定量的・定性的要因を考慮して貸倒見積高を算定しております。

⑶　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　ベトナムの建設業界においては債権の平均回収期間が長いため見積りの不確実性が高く、外部環境等によ
る信用リスクや債務者の支払能力の変化によって見積りの前提とした仮定に変更が生じた場合には、翌連結
会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

国内事業の固定資産の減損
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴　算出方法

　当社グループは、国内事業用資産については原則として工場単位でグルーピングを行っております。減損
損失の認識の判定は、資産グループの将来の事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿
価額を比較することによって行っております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価
額を下回り、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該帳簿価額の減
少額は減損損失として認識いたします。回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額とし、
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正味売却価額は原則として不動産鑑定士による鑑定評価額により、使用価値は資産グループの将来キャッシ
ュ・フローを現在価値に割り引いて算定しております。
　当連結会計年度において、国内一部工場において減損の兆候が見られたため、減損損失の認識の判定を行
った結果、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳
簿価額を下回ったため、減損損失を計上いたしました。減損損失の測定に係る回収可能価額は使用価値がマ
イナスであるため、正味売却価額を採用しております。

⑵　主要な仮定
　当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローは取締役会によって承認された将来の事業
計画を基礎として算出しており、割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、売上見込み
及び事業計画が策定されている期間を超える期間に係る市場の成長率の範囲内で見積った成長率でありま
す。売上見込みについては、過去の売上実績や需要予測等を加味しております。

⑶　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　今後の経済情勢等の変化によって、見積りの前提とした仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の
連結計算書類において追加の減損損失が発生する可能性があります。
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現金及び預金 290百万円
受取手形、売掛金及び契約資産 559百万円
棚卸資産 150百万円
建物及び構築物 335百万円
機械装置及び運搬具 259百万円
土地 539百万円
その他（有形固定資産） 236百万円
その他（投資その他の資産） 203百万円

計 2,575百万円

短期借入金 4,073百万円
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 445百万円

計 4,518百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 42,559百万円

受取手形 2,415百万円
売掛金 24,657百万円
契約資産 4,785百万円

計 31,857百万円

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

３．顧客との契約から生じた債権及び契約資産

－ 9 －
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場所 用途 種類 減損損失（百万円）

ジャパンパイル㈱
福島工場

コンクリートパイル製
造用工場

建物及び構築物 51
機械装置及び運搬具 48
土地 158
その他（有形固定資産） 2
その他（無形固定資産） 171

合計 431

１．当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の総数 38,089,792株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年 5 月26日
取 締 役 会 普 通 株 式 761 20.0 2023年 3 月31日 2023年 6 月 8 日

2023年10月27日
取 締 役 会 普 通 株 式 571 15.0 2023年 9 月30日 2023年12月 1 日

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年 5月24日
取 締 役 会 普 通 株式 952 利益剰余金 25.0 2024年 3 月31日 2024年 6 月 5 日

連結損益計算書に関する注記
減損損失に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、国内事業用資産については原則として工場単位でグルーピングを行っております。
　上記資産グループには減損の兆候が存在し、今後の事業計画等から回収可能性を検討した結果、回収可能価額
が当該資産グループの帳簿価額合計を下回ることが判明したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は使用価値がマイナスであるため、不動産鑑定士による鑑定評価額に基づく正味売却価額
を採用しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

－ 10 －
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画及び中期経営計画に照らして、主に銀行借入れや社債の発行によって必
要な資金を調達しております。一時的な余資は金利動向等を総合的に勘案のうえ定期預金で運用すること
があり、また、短期的な運転資金を銀行借入れにより調達しております。デリバティブは、後述するリス
クを回避するために利用する可能性はありますが、当連結会計年度において利用はなく、投機的な取引は
行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、ファクタリング未払金は、そのほとんどが4か月
以内の支払期日であります。
　短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金及びファイナンス・リース取引に係
るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部については、変動
金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、国内においては、事業子会社であるジャパンパイル㈱が販売管理規定内に定める与
信管理に従い、与信管理部を中心として定期的に与信管理会議を開催し、営業債権等に対する個社別債
権及び与信限度枠の管理方針等を協議・決定します。その決定事項は、支店長等を通じて管轄する営業
所へ随時伝達され、与信管理部と各事業所は連携を密に行いつつ、主要な取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引先別物件別の期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。その他の子会社についても前述の規定に準じて、同様の管理を行
っております。海外においては、主要顧客について個別に分析を行い、信用リスクを最小限に留める管
理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、安全性の高い上場株式が大半を占めておりますが、定期的に時価を把握し
つつ、発行体（取引先企業）の財務状況等の把握にも努めております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各子会社からの報告を踏まえ、企画部が当社グループの資金計画を適時作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

－ 11 －
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

（百万円）
時　　価

（百万円）
差　　額

（百万円）

①　投資有価証券 3,617 3,617 －
②　１年内返済予定の長期借入金 (1,748) (1,760) 11
③　リース債務(流動負債) (68) (77) 8
④　長期借入金 (3,264) (2,966) △298
⑤　リース債務(固定負債) (268) (298) 29

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 984

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2024年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。また、現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債
務、ファクタリング未払金、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金は除く）は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(注)１．負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
２．市場価格のない株式等

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 12 －
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 3,617 － － 3,617

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

1年内返済予定の長期借入金 － 1,760 － 1,760

リース債務(流動負債) － 77 － 77

長期借入金 － 2,966 － 2,966

リース債務(固定負債) － 298 － 298

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）

４年超
５年以内

（百万円）
５年超

（百万円）

長期借入金 1,748 1,317 1,084 710 30 123
リース債務 68 61 63 63 16 63

合計 1,817 1,379 1,147 773 46 186

⑴　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

⑵　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ
ベル１の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価
値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

４．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

－ 13 －
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１．１株当たり純資産額 1,180円51銭
２．１株当たり当期純利益 100円34銭

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 14 －
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

………………定額法。なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
………………定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
⑴　賞与引当金……………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事

業年度負担額を計上しております。
⑵　退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異
なります。

－ 15 －
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４．収益及び費用の計上基準
当社は主に子会社の経営管理・指導を事業として行っており、当社の子会社を顧客とし、子会社に対する

経営・企画等の指導を履行義務として識別しております。
当社の収益は、子会社からの経営指導料及び受取配当金から構成され、そのうち子会社からの経営指導料

が顧客との契約から生じる収益であります。経営管理に係る履行義務は時の経過につれて充足されるため、
契約期間にわたって期間均等額で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

⑵　控除対象外消費税等の会計処理
控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

－ 16 －
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当事業年度

経営指導料 714 百万円

当事業年度

顧客との契約から生じた債権 34 百万円

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は主に子会社の経営管理・指導を事業として行っており、主要な顧客との契約から生じる収益を分解し
た情報は、以下のとおりであります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた債権は以下のとおりであります。

顧客との契約から生じた債権は、貸借対照表上、「流動資産」の「その他」に含まれております。
当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額はありません。なお、
当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額はありません。

会計上の見積りに関する注記
記載すべき重要な会計上の見積りはありません。

－ 17 －
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１．有形固定資産の減価償却累計額 7百万円
２．関係会社に対する短期金銭債権 67百万円

関係会社に対する短期金銭債務 2百万円

関係会社に対する売上高 2,101百万円
関係会社とのその他営業取引高 36百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 151百万円

当事業年度末株式数 942株

繰延税金資産
賞与引当金 3百万円
退職給付引当金 4百万円
長期未払金 41百万円
関係会社株式 376百万円
その他 7百万円
評価性引当額 △226百万円
繰延税金負債との相殺額 △207百万円

計 －百万円
繰延税金負債

関係会社株式 773百万円
その他有価証券評価差額金 80百万円
繰延税金資産との相殺額 △207百万円

計 646百万円

貸借対照表に関する注記

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の株式数に関する事項

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 18 －
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（百万円） 科 目 期 末 残 高
（百万円）

子会社 ジャパンパイル
株式会社

所有
直接 100.0％

経営指導
役員の兼任

経営指導料の受取
(注)１ 663 － －

配当の受取
(注)２ 1,334 － －

資金の回収 80

－ －
利息の受取
(注)３ 0

子会社
Phan Vu
Investment
Corporation

所有
直接 69.2％

経営指導
役員の兼任

有価証券利息
の受取(注)３ 151 関係会社社債 1,585

無担保転換社
債型新株予約
権付社債の転
換
(注)４

1,577 － －

関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １. 経営指導料については、グループ会社経営管理のための必要経費等を勘案し、合理的に決定しており

ます。
２. ジャパンパイル株式会社における2023年6月23日開催の定時株主総会決議、2023年10月27日開催

の定時取締役会決議に基づく剰余金の配当となります。
３. 貸付金の利息及び有価証券利息の受取については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており

ます。
４. 無担保転換社債型新株予約権付社債は、2018年12月26日に発行価額3,300億ベトナムドンで発行さ

れたもので、転換価額は１株当たり23,119ベトナムドンで14,273,974株を転換した結果、同社に
対する持分比率は62.5％から69.2％となりました。

－ 19 －
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 758円94銭
２．１株当たり当期純利益 41円11銭

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

連結配当規制適用会社に関する注記
該当事項はありません。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 20 －


